東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付要綱

（目的）

第１条　この要綱は、東大阪市住工共生のまちづくり条例（平成２５年東大阪市条例第５号。以下「住工共生のまちづくり条例」という。）第９条第１項第３号に規定するモノづくり企業の立地促進及び操業の継続を支援する施策として、本市の工業専用地域（都市計画法（昭和43年法律第100号）第８条第１項第１条に規定する工業専用地域をいう。以下同じ。））又はモノづくり推進地域（住工共生のまちづくり条例第１０条に規定するモノづくり推進地域をいう。以下同じ。）において、新たに製造業を営む事業等に対して補助金を交付することにより、当該地域における製造業の立地を促進し、本市経済のさらなる活性化及び高度化を図ることを目的とする。

（用語の定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(1)　製造業　　日本標準産業分類に定める製造業をいう。

(2)　工場　　製造業における物品の製造過程又は研究開発過程において必要となる機械又は装置が設置される事業所及びこれに付帯する施設をいい、市外から本市へ実質的な本社（本社事務所、福利厚生施設等）を移転する場合の本社部分を含む（ただし、補助金申請時点において、１年以内に東大阪市内に本社を置いていた場合には本社部分を含まない。）ものとする。　　

(3)　リースバック方式　　工場を所有する製造業者が、工場を売却し、売却先から当該工場を賃借することにより、資金を得ながら引き続き製造業を営む方式をいう。

（補助対象事業等）

第３条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、工業専用地域又はモノづくり推進地域における次の各号のいずれかに該当する事業とし、各号に掲げる補助対象事業について当該各号に定める者（以下「補助対象者」という。）に対し補助金を交付する。

(1)　工場において、製造業の用に供する延床面積を１，０００㎡（以下「基準面積」という。）以上活用して新たに製造業を営む事業（以下「１号事業」という。）　　新たに製造業を営む者（以下「１号対象者」という。）

(2)　基準面積以上の工場を新たに建設する事業、既存の工場を建替えし基準面積以上の工場を新たに建設する事業又は基準面積以上の工場を新たに増築する事業（以下「２号事業」という。）　　当該工場を建設、建替え又は増築する者

(3)　１号対象者の用に供するため、基準面積以上の既存の工場を新たに取得する事業（以下「３号事業」という。）　　　当該工場を新たに取得する者

(4)　２号事業に供するために土地を活用する事業（以下「４号事業」という。）　　当該事業に係る土地を所有する者

(5)　１号対象者の用に供するため、基準面積以上の既存の工場の土地を新たに取得する事業（以下「５号事業」という。）　　新たに土地を取得する者

　２　前項の規定に関わらず、次の各号にいずれかに該当する者（以下、「暴力団等」という）は対象外とする。

　（1）　暴力団等による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団

　（2）暴力団等による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員

　（3）　東大阪市暴力団排除条例（平成２４年東大阪市条例第２号）第２条第３号に規定する暴力団密接関係者

３　モノづくり推進地域における基準面積については、１，０００㎡を５００㎡に読み替えるものとする。
（補助金の額）

第４条　補助金は、次の各号に掲げる額以内で、補助金交付申請の属する年度ごとに、予算の範囲内において交付する。

(1)　１号事業にあっては、補助対象事業の工場に係る土地及び家屋の固定資産税及び都市計画税の相当額に２分の１を乗じて得た額以内とする。ただし、工場を賃借する場合にあっては、補助対象事業の工場に係る土地及び家屋の固定資産税及び都市計画税の相当額に２分の１を乗じて得た額と当該補助金の交付を受けようとする年度における補助対象期間に応じた当該工場に係る賃借料（共益費を含む。）の合計額のいずれか低い額以内とする。

(2)　２号事業及び３号事業にあっては、補助対象事業の工場に係る家屋の固定資産税及び都市計画税相当額に２分の１を乗じて得た額以内とする。

(3)　４号事業及び５号事業にあっては、補助対象事業の工場に係る土地の固定資産税及び都市計画税の相当額に２分の１を乗じて得た額以内とする。
２　前項各号の土地及び家屋の固定資産税及び都市計画税の相当額は、市長が別に定める方法により算定する。

３　年度の途中から補助金の対象となる場合、又は年度の途中で補助対象期間が終了する場合の補助金の額は、当該年度における補助対象期間に応じた日割り計算により算定する。

４　補助金の額に千円未満の端数があるときは、千円未満の端数は切り捨てるものとする。

（補助対象外事業）

第5条 　次の各号のいずれかに該当する事業に対しては、補助金を交付しない。

(1)　リースバック方式などにより実質的に新たな製造業の立地に結びつかない事業

(2)　既存の製造業者と一定以上の資本関係を有する者が、既存の製造業者に代わって製造業を営む事業
（補助対象期間）

第６条　補助金は、次の各号に掲げる日から起算して３年を限度として交付するものとする。

(1)　１号事業　　１号対象者の活用する工場及び当該工場が立地する土地の所有者を納税義務者とする土地及び家屋の固定資産税及び都市計画税の納税通知書発付日の属する年度の初日（４月１日）、又は補助対象事業に係る工場に対する東大阪市生活環境保全等に関する条例（昭和４８年東大阪市条例第９号以下「生活環境保全条例」という。）第３４条第2項に規定する完了検査の合格通知書の発布日のいずれか遅い日とする。

(2)　２号事業、３号事業、４号事業、５号事業　　各事業の補助対象者を納税義務者とする補助対象事業に係る土地又は家屋の固定資産税及び都市計画税の納税通知書発付日の属する年度の初日（４月1日）、又は補助対象事業に係る工場に対する生活環境保全条例第３４条第2項に規定する完了検査の合格通知書の発布日のいずれか遅い日とする。ただし、各事業に関連した事業がある場合にあっては、関連する事業の最も遅い日を起算日とする。

（補助対象事業の指定）

第７条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、市長が別に定める期日までに、東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金補助対象事業指定申請書（様式第１。以下「指定申請書」という。）を市長に提出して、補助対象事業の指定を受けなければならない。

２　3号事業及び5号事業に係る申請者の指定申請書の提出は、当該補助対象事業に係る工場において操業する1号事業に係る申請者の指定申請書の提出と同時期に行わなければならない。

３　第１項に規定する指定申請書には、市長が別に定める書類を添付しなければならない。

４　市長は、指定申請書の提出があったときは、必要に応じて現地調査等を行い、内容等を審査し、当該申請に係る事業を補助対象事業に指定することが適当と認めるときは、補助対象事業の指定を決定するものとする。

５　市長は、前項の指定を決定したときは、指定を受けた補助対象者（以下「指定事業者」という。）に対し、その旨を東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金補助対象事業指定決定通知書（様式第２）により通知するものとする。

６　市長は、補助対象事業の指定を決定する場合において、補助金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、当該指定に必要な条件を付することができる。

（補助対象事業の完了）

第８条　指定事業者は、次の各号に掲げる区分に応じ、補助対象事業の指定を受けた日からそれぞれ当該各号に定める期間までに、当該補助対象事業を完了しなければならない。ただし、あらかじめこれにより難いことに正当な理由、もしくは、当該補助対象事業が完了しないことに正当な理由があると市長が認めたときは、この限りでない。

(1)　１号事業、３号事業及び５号事業　　３月

(2)　２号事業及び４号事業　　２年

２　１号事業、３号事業及び５号事業に係る補助対象事業の完了は、補助対象事業に係る工場に対する生活環境保全条例第３４条第2項に規定する完了検査の合格通知書の発布日とし、２号事業、４号事業に係る補助対象事業の完了は、補助対象事業に係る工場において、新たに製造業を営む者が基準面積以上を活用して操業を開始した日とする。

（指定申請内容の変更等）

第９条　指定事業者は、指定決定後に土地建物の状況等に変更があった場合は、速やかに東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金指定申請変更承認申請書（様式第３号）を市長に提出し、市長は当該変更承認申請が適当と認めるときは、東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金指定申請変更承認通知書（様式第４）により、又、適当でないと認めたときは東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金指定申請不承認通知書（様式第５）により、通知するものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、指定事業者は東大阪市モノづくり立地促進補助金補助対象事業変更・中止・廃止届出書（様式第６）を市長に提出しなければならない。

(1)  指定申請書又は添付書類に記載した事項に変更があったとき。ただし、軽微な変更にあっては、この限りでない。

(2)  補助対象事業を中止し、又は廃止したとき。

(3)  補助対象事業が予定期間内に完了せず、又は補助対象事業の遂行が困難となったとき。

（報告及び指示）

第１０条　市長は、この要綱の施行に必要な限度において、指定事業者に対して、補助対象事業に関し報告を求め、又は関係帳簿等を調査することができる。

２　市長は、前項の規定による報告又は調査の結果に基づき、指定事業者に対して、当該補助対象事業の実施について、必要な指示を与えることができる。

（指定の取消し）

第１１条　市長は、指定事業者又は補助対象事業が次の各号のいずれかに該当するときは、補助対象事業の指定を取り消すことができる。

(1)　第３条に規定する要件を欠くに至ったとき。

(2)　指定事業者が補助対象事業を中止し、若しくは廃止したとき、又は補助対象事業が中止若しくは廃止の状態にあると認めたとき。

(3)　第８条第１項に規定する期間を経過したとき。

(4)　指定事業者が、偽りその他不正の手段により、補助対象事業の指定を受けたとき。

(5)　その他補助対象事業の指定後において特に不適当であると市長が認める事由が生じたとき。

（地位の承継）

第１２条　指定事業者に係る相続、合併等により、当該指定事業者から補助対象事業に係る事業を承継しようとする者は、市長の承認を得て、当該指定事業者の地位を承継することができる。

２　指定事業者の地位を承継しようとする者は、あらかじめ、東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金指定事業者承継承認申請書（様式第７）を市長に提出しなければならない。

（補助対象事業の完了報告）

第１３条　指定事業者は、補助対象事業の完了後１月以内に東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金補助対象事業完了報告書（様式第８。以下「完了報告書」という。）を市長に提出しなければならない。

２　前項に規定する完了報告書には、市長が別に定める書類を添付しなければならない。

（補助金交付の申請）

第１４条　前条に規定する完了報告書を提出した者で補助金の交付を受けようとする者（以下「交付申請者」という。）は、各年度の市長が別に定める日までに、東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付申請書（様式第９。以下「交付申請書」という。）を市長に提出しなければならない。
２　前項に規定する交付申請書には、役員等名簿（様式第１０）及び市長が別に定める書類を添付しなければならない。

３　補助対象事業完了後、初めて補助金の交付を受けようとする場合であって、第１項に基づく交付申請書を提出することができないことに正当な理由がある場合、第６条各号の規定にかかわらず、補助対象期間は補助対象事業完了日が属する年度の翌年度当初（４月1日）を起算日とする。

（交付の決定）

第１５条　市長は、前条に規定する交付申請書の提出があったときは、その内容を審査するとともに、職員を派遣して工場の利用状況等を確認させた後、申請者が第３条に規定する暴力団等である場合を除き、補助金を交付することが適当であると認めたときは東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付決定通知書（様式第１１）により、又、補助金を交付することを適当でないと認めたときは東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付不交付決定通知書（様式第１２）により、交付申請者に通知するものとする。

２　市長は、補助金の交付を決定する場合においては、補助金の交付の目的を達成するために必要な条件を付することができる。

（申請内容の変更等）　　

第１６条　交付申請者は、第１４条に規定する交付申請書の内容に変更が生じたときは、速やかに東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金申請事項変更承認申請書（様式第１３）を市長に提出して、その承認を受けなければならない。

２　交付申請者は、補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付申請取り下げ届出書（様式第１４）を市長に提出しなければならない。

（補助金の請求）

第１７条　第１５条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助金の交付の請求をしようとするときは、東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付請求書（様式第１５。以下「交付請求書」という）を市長に提出しなければならない。

２　前項に規定する交付請求書には、市長が別に定める書類を添付しなければならない。

（交付決定の取消し等）

第１８条　市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定を取り消すことができる。

(1)　虚偽その他の不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。

(2)　補助金の交付の決定に付された条件に違反したとき。

(3)　市長が別に定める基準日において、市税を滞納しているとき。

　(4)　暴力団等であることが判明したとき。

(5)　その他この要綱に定める条件に違反したとき。

２　市長は、前項の場合において、補助事業者が既に補助金の交付を受けているときは、その全額又は一部の返還を命ずることができる。

　（警察署長からの意見聴取）

第１９条　市長は、必要があると認めるときは、申請者又は補助事業者が暴力団等であるかどうかについて、警察署長の意見を聴くことができる。

（東大阪市補助金等交付規則の適用）

第２０条　補助金の交付については、この要綱に定めるもののほか、東大阪市補助金等交付規則（平成元年東大阪市規則第１３号）の規定によるものとする。

（委任）

第２１条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。
ただし、この要綱の施行の日以前に指定決定を受けた補助対象事業については、なお従前の例による。

　　　附　則
１　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２０条第１項（同法第２１条第２項において準用する場合を含む。）の規定により告示された東部大阪都市計画特別用途地区のうち工業保全地区については、第３条第１項に定められている基準面積の規定を適用しないこととする。

２　この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。
附　則

　　この要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。 
附　則
１　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２０条第１項（同法第２１条第２項において準用する場合を含む。）の規定により告示された東部大阪都市計画特別用途地区のうち工業保全地区については、第６条に定められている補助対象期間について５年を限度として交付するものとする。

２　この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。
ただし、この要綱の施行の日以前に指定決定を受けた補助対象事業については、なお従前の例による。
附　則

　この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。
附　則

　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
附　則

　　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
様式第１
東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金補助対象事業指定申請書

　　年　　月　　日
（宛先）東大阪市長
申請者　所在地　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　名　称
　　
（ふりがな）　　　　　　　　　　　　　
代表者　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　
（法人にあっては肩書、氏名）
生年月日　　　　年　　　月　　　日　
東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付要綱第７条の規定による補助対象事業の指定を受けたいので、必要書類を添えて申請します。
記
１．補助対象事業　　　　　　号事業
様式第２
東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金補助対象事業指定決定通知書
第　　号

年　　月　　日
　　　　　　様
東大阪市長　　　　　　　　　印
　　　　　　　　
　年　月　日付けで申請のあった補助対象事業指定申請について、東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付要綱第７条第４項の規定に基づき補助対象事業として指定することを決定し、同要綱第７条第５項の規定により下記のとおり通知します。
記
１．指定番号　　　　　　　　　　第　　　　号
２．補助対象事業　　　　　　　　　　　　　　　　号事業
３．補助対象事業の実施所在地
４．条件
　　（１）当該補助対象事業は、同要綱第８条第1項に規定する期間までに完了すること。なお、補助対象事業の完了は、同要綱第８条第２項に規定する者が操業を開始した日とする。
　　（２）補助対象事業完了後１月以内に補助対象事業完了報告書を提出すること。
様式第３
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 
東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金指定申請変更承認申請書
　　年　　月　　日
（宛先）東大阪市長
申請者　所在地　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　名　称
　　代表者　氏　名　　　　　　　　　　　　　
　　年　　月　　日付け第　　号により東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付要綱第７条第４項の規定による指定のあった補助対象事業を変更したいので、同要綱第９条の規定により申請します。
記
１．補助対象事業の指定番号　　　　　第　　　号
２．補助対象事業の変更の内容
　　　＜変更前＞
　　　＜変更後＞
３．変更の理由
４．変更年月日　　　　　　　　　　年　　月　　日
様式第４
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 
東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金指定申請変更承認通知書
第　　号

　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
　　　　　　　東大阪市長　　　　　　　　　　印
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助
金指定申請変更承認申請について、東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付要綱
第９条の規定に基づき通知します。
記
１．補助対象事業の指定番号　　　　　第　　　号
２．補助対象事業の変更の内容
　　　＜変更前＞
　　　＜変更後＞
３．変更の理由
４．変更年月日　　　　　　　　　　年　　月　　日
様式第５
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 
東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金指定申請変更不承認通知書
第　　号

　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
　　　　　　　東大阪市長　　　　　　　　　　印
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助
金指定申請変更承認申請について、次の理由により認められないので通知します。
理由
【教　示】
この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、東大阪市長に対して審査請求をすることができます。
　この処分の取消しを求める訴えは、前記の審査請求に係る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、東大阪市を被告として（東大阪市を代表する者は東大阪市長となります。）提起することができます。なお、次のいずれかに該当するときは、裁決を経ないで、訴えを提起することができます。①審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。②処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。ただし、裁決の日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
様式第６
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　変更　　　
東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金補助対象事業　中止　届出書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　廃止
　　年　　月　　日
（宛先）東大阪市長
届出者　所在地　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　名　称
　　代表者　氏　名　　　　　　　　　　　　　　
　　年　　月　　日付け第　　号により東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付要綱第７条第４項の規定による指定のあった補助対象事業を　　　しますので、同要綱第９条の規定により届け出ます。
記
１．補助対象事業の指定番号　　　　　第　　　号
２．補助対象事業の変更の内容（変更の場合のみ）
　　　＜変更前＞
　　　＜変更後＞
３．変更、中止又は廃止の理由
４．変更、中止又は廃止年月日　　　　　　　　　　年　　月　　日
様式第７
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金指定事業者承継承認申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第　　号

　年　　月　　日
（宛先）東大阪市長
申請者　所在地　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　名　称
　　代表者　氏　名　　　　　　　　　　　　　　
指定事業者の地位を承継したいので、東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付要綱第12条第2項の規定により申請します。
１．補助対象事業の指定番号　　　　第　　　号
２．指定事業者の住所又は所在地
　　　
３．補助対象事業に係る事業所の所在地
４．承継の理由
５．承継年月日　　　　　　　年　　月　　日
　　　
＊市長が必要と認める書類を添付すること。
様式第８
東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金補助対象事業完了報告書

　　年　　月　　日
（宛先）東大阪市長
報告者　所在地　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　名　称
　　代表者　氏　名　　　　　　　　　　　　　　
東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付要綱第7条第５項の規定により通知を受けた補助対象事業について、同要綱第１３条第1項の規定に基づき、下記のとおり完了しましたので報告します。
記
１．指定番号　　　　　　第　　　号
２．補助対象事業完了日　　　　　　　年　　月　　日
様式第９
東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付申請書

　　年　　月　　日
（宛先）東大阪市長
申請者　所在地　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　（ふりがな）
　　代表者　氏　名　　　　　　　　　　　　　　
生年月日　　　　　年　　　　月　　　　日
東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付要綱第１４条の規定により、補助金の交付を受けたいので、必要書類を添えて申請します。
１．補助対象事業の指定番号　　　　　第　　号
２．補助対象事業　　　　　　　　　　　　　　　　号事業
３．補助対象事業の実施所在地
様式第１０
　　年　　月　　日
（宛先）東大阪市長
所　在　地　　　　　　　　　　　　　
名　　　称　　　　　　　　　　　　　
代　表　者　　　　　　　　　　
役員等名簿
次の役員等名簿に記載された者が東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付要綱第３条に規定する排除対象者に該当しないことを確認するため、この名簿に記載した個人情報を所轄の警察署長に照会する場合があることについて同意します。
	役職名
	ふりがな
氏　　名
	性別
	住　　所
	生年月日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


備考
１．申請日時点の役員等について記載してください。
２．この名簿には、登記事項証明書に現在、役員（代表者、監査役を含む。）として登載されている者を記載してください。
３．書ききれない場合は、複数枚使用してください。
４．この名簿に記載されたすべての個人情報は、東大阪市個人情報保護条例（平成11年3月31日東大阪市条例第２号）の規定に基づいて取り扱うものとし、東大阪市暴力団排除条例第２条に規定する排除対象者に該当しないことの確認以外の目的には使用しません。東大阪市がこれらの情報をもとに警察等関係機関から取得した個人情報についても同様です。
（暴力団員等でないことの誓約等）
　　・申請書に添付する役員名簿に記載の者は、いずれも暴力団員又は暴力団密接関係者に該当しません。（チェック欄：□）

様式第１１
東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付決定通知書
第　　号

　　年　　月　　日
　　　　　　　　　様
東大阪市長　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　
　年　月　日付けで申請のありました東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金について、次のとおり交付することを決定したので通知します。
１．交付金額　　　　　　　　　　　　円
２．条件
　　（１）基準日において市税を滞納していないこと
　　
　　　
様式第１２
東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金不交付決定通知書
第　　号

　　年　　月　　日
　　　　　　　　　様
東大阪市長　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　
　年　月　日付けで申請のありました東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金は、次の理由により交付できないので通知します。
理由
【教　示】
この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、東大阪市長に対して審査請求をすることができます。
　この処分の取消しを求める訴えは、前記の審査請求に係る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、東大阪市を被告として（東大阪市を代表する者は東大阪市長となります。）提起することができます。なお、次のいずれかに該当するときは、裁決を経ないで、訴えを提起することができます。①審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。②処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。ただし、裁決の日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　
様式第１３
東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金申請事項変更承認申請書
　　年　　月　　日
（宛先）東大阪市長
申請者　所在地　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　名　称
　　代表者　氏　名　　　　　　　　　　　　　　
　年　月　日付けで申請した東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金に係る申請内容について次のとおり変更したいので申請します。
1． 変更したい事項
2． 変更の理由
様式第１４
東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付申請取り下げ届出書
　　年　　月　　日
（宛先）東大阪市長
届出者　所在地　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　 　名　称
　　代表者　氏　名　　　　　　　　　　　　　　
　年　月　日付けで申請した東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付申請を取り下げたいので届け出ます。
取り下げの理由
様式第１５
東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金交付請求書
　　年　　月　　日
（宛先）東大阪市長
請求者　所在地　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　名　称
　　代表者　氏　名　　　　　　　　　　　　　　
　年　月　日付け第　　号で交付決定を受けた東大阪市住工共生モノづくり立地促進補助金を請求します。
請求金額　　　　　　　　　　　円
上記の補助金は、下記金融機関の口座へ振込みしてくださるよう依頼します。
記
	金融機関
	名称
	支店名

	預金種別
	１　普通預金　　　　　　２　当座預金

	口座番号
	

	フリガナ
口座名義
	

	
	


